
 

 

以下の問題において、その内容が正しければ、解答用紙の左欄にマークを、誤

りであれば、解答用紙の右欄にマークをしなさい。 

 

 

第１問 ココム規制は、すでに廃止されているので、現在は武器を除いた全品目

を法律に縛られずに自由に輸出することができる。 
 
 
第２問 不拡散型輸出管理の規制の対象は、核兵器やミサイルなどの軍用の関連

機器・資材であって、軍事と民生の両方に使用される関連機器・資材は対

象ではない。 
 
 
第３問 日本の安全保障関連の輸出規制は、国際的な条約や国際的な合意等には

関係なく、日本の安全保障の観点から行われている。 
 
 
第４問 安全保障貿易管理では、ＣＤ－ＲＯＭやＤＶＤなどに書き込まれた技術

情報やプログラムについても、規制の対象となりチェックが必要である。 

 

 
第５問 ワッセナー・アレンジメントは、地域紛争防止の観点から、イスラエル、

南アフリカ共和国を含む３３カ国が創立メンバーとなって設立された。 

 
 
第６問 大量破壊兵器を搭載できるミサイルは、ＮＳＧで輸出規制されている。 

 
 
第７問 中国は、すべての国際的な輸出管理のレジームに積極的に参加している。 

 
 
第８問 生物・化学兵器関連資機材の輸出規制について取り決めているのは、ア

メリカン・グループ（ＡＧ）である。 
 
 
第９問 日本政府は、武器の輸出については、武器をはじめ、その部分品につい

ても厳しく管理を行っている。 
 
 



 

 

第10問 インスタント食品やお菓子の輸出は、キャッチオール規制の対象から除

外されている。 
 
 
第11問 リスト規制に該当する工作機械を中国に輸出する場合、仕向先が日本の

大手自動車メーカーの現地工場であり、民生用途であるので、輸出許可は

不要である。 

 
 
第12問 リスト規制に該当する技術を電子メールで、友人である外国人（非居住

者）に送付する場合、役務取引許可は必要である。 
 
 
第13問 リスト規制の該当品であっても、少額特例で輸出許可を要しない貨物の

取引の場合は、キャッチオール規制の観点からの需要者、用途のチェック

は不要である。 

 
 
第14問 ＯＤＡ（政府開発援助）の関係で、リスト規制貨物を輸出する場合は、

輸出許可申請は不要である。 

 
 
第15問 経済産業省が作成する「外国ユーザーリスト」記載の企業・団体向けの

輸出は、禁止されている。 
 
 
第16問 最終的に北朝鮮に輸出する場合であっても、経由地がシンガポールであ

れば、許可申請の仕向地はシンガポールでもよい。 
 
 
第17問 第１種一般包括輸出許可を取得すれば、リスト規制に該当する貨物を世

界中に輸出することができる。 
 

 
第18問 リスト規制に該当するポンプを中国にハンドキャリーで輸出する場合で

あっても、輸出許可申請は必要である。 

 
 
 



 

 

第19問 輸出許可や役務取引許可の申請者は、法人の場合は代表権者（代表権を

委任された者を含む。）に限る。 
 
 
第20問 パキスタンの顧客からミサイルを造りたいので、炭素繊維を買いたいと

ファックスで連絡を受けたが、リスト規制に該当する炭素繊維ではなかっ

たので、輸出許可申請は不要である。 
 
 
第21問 企業の輸出管理の最高責任者は、代表取締役又はそれに準じる者である

ことが必要である。 
 
 
第22問 外国為替及び外国貿易法等により規制されている貨物の輸出に関する文

書は、文書を作成した日から起算して、最低１年間は保管する必要がある。 
 
 
第23問 企業の輸出管理では、該非判定、取引審査等の業務に関する責任者を明

確に定めることが必要である。 
 
 
第24問 企業の輸出管理では、取引審査を行う部門は、営業から独立しているこ

とが望ましい。 
 
 
第25問 他社製品を輸出する場合、自社で確実な該非判定が行えなければ、メ
ーカーの該非判定書を入手し、輸出者自身が再度チェックすることが肝

要である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成１６年度  

安全保障輸出管理実務能力認定試験（第１回） 

（ＳＴＣ Ａｓｓｏｃｉａｔｅ） 


